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1.  平成22年10月期第3四半期の業績（平成21年11月1日～平成22年7月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年10月期第3四半期 26,733 1.7 2,906 277.7 2,839 299.3 1,667 285.6
21年10月期第3四半期 26,297 ― 769 ― 711 ― 432 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年10月期第3四半期 98.68 98.65
21年10月期第3四半期 25.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年10月期第3四半期 27,361 15,658 57.2 926.10
21年10月期 23,194 14,202 61.2 840.41

（参考） 自己資本   22年10月期第3四半期  15,650百万円 21年10月期  14,202百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年10月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00
22年10月期 ― 10.00 ―

22年10月期 
（予想）

10.00 20.00

3.  平成22年10月期の業績予想（平成21年11月1日～平成22年10月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 36,400 4.0 3,850 132.7 3,750 137.0 2,150 101.3 127.22



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年10月期3Q  16,900,000株 21年10月期  16,900,000株

② 期末自己株式数 22年10月期3Q  451株 21年10月期  363株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 22年10月期3Q  16,899,612株 21年10月期3Q  16,899,637株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）２ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の改善や、各種の政策効果などを背

景に、着実な持ち直しの動きが続いておりますが、雇用情勢には依然として厳しさが残っており、緩やかなデフレ

状況となっております。先行きについても、景気の自律的回復が期待されるものの、アメリカや欧州を中心とした

海外景気の下振れ懸念や為替相場の動向、デフレの影響など、依然として予断を許さない状況が続いております。

 不動産業界におきましては、緩やかに景気の下げ止まりが広がっていることや、住宅取得促進に関連する各種の

政策効果などによって住宅需要に持ち直しの傾向が続いており、住宅販売価格が安定的に推移するとともに、住宅

着工棟数におきましても増加する傾向が表れております。 

 このような環境の中、当社では、主力の戸建分譲事業において、顧客ニーズに即した安心で快適な住宅をスケー

ルメリットを生かしたリーズナブルな価格で供給することで社会に貢献し、また事業の拡大を目指して取り組んで

まいりました。当第３四半期累計期間における戸建分譲事業の販売棟数は 棟と、前年同期に住宅需要の急激

な冷え込みに対応するため滞留していた完成在庫の削減を推し進めると同時に、新規の分譲用地仕入も慎重に選別

していたことから、販売用不動産の在庫が減少していたことが主な要因となり、前年同期の 棟に比べて ％

の減少となりました。しかしながら、当社はこれまで販売棟数を拡大していくために重要となる新規の分譲用地仕

入を積極的に推進し、また住宅エコポイント制度への標準対応を実施するなど、顧客ニーズに対応した取り組みも

実施しており、当第３四半期累計期間には、第２四半期累計期間までの販売棟数 棟に比べて徐々に販売棟数が

増加する傾向が表れてきております。マンション分譲等事業におきましては、当第３四半期累計期間には全58戸の

新築分譲マンション１棟の販売が完了したことにより、当第３四半期累計期間の販売戸数は 戸となり、前年同期

の 戸に対して ％増加いたしました。一方、収益性の面では、販売価格が底堅く推移していること及び、こ

れまでの需要に即した適正な価格での分譲用地仕入に関する取り組みや建築コストの低減に向けた取り組みの成果

が表れており、当第３四半期累計期間における売上高経常利益率は ％と、前年同期の ％に比べて ポイン

ト向上いたしました。 

 これらの結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高 百万円（前年同期比 ％増）、営業利

益 百万円（同 ％増）、経常利益 百万円（同 ％増）、四半期純利益 百万円（同 

％増）となりました。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期末における総資産は 百万円（前事業年度末比 ％増）となり、前事業年度末に比べて

億 百万円増加しております。その主な要因は、現金及び預金の増加 億 百万円、分譲用地仕入の強化等に伴う

たな卸資産の増加 億 百万円等であります。 

 負債合計は 百万円（同 ％増）となり、前事業年度末に比べて 億 百万円増加しております。その

主な要因は、たな卸資産の増加に伴う仕入債務の増加 億 百万円の他、短期借入金の増加 億 百万円、未払法

人税等の増加 億 百万円等であります。 

 また、純資産は 百万円（同 ％増）となり、前事業年度末に比べて 億 百万円増加しております。

その主な要因は、当第３四半期累計期間における四半期純利益 百万円の獲得等に伴う利益剰余金の増加 億

百万円等であります。 

 この結果、自己資本比率は ％となり、前事業年度末に比べて ポイント低下いたしました。 

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

 当第３四半期累計期間における業績の進捗状況並びに事業環境の動向等を踏まえ、業績予想の見直しを行った結

果、平成21年12月14日に公表いたしました平成22年10月期の通期業績予想を本日付にて修正しております。 

 なお、詳細につきましては、本日別途公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①繰延税金資産の回収可能性の判断 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められる場合には、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっており、前事業年度以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発

生状況に著しい変化が認められた場合には、前事業年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プラン

ニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

③税金費用の計算 

 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手し

た工事契約から、当第３四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく

短期間のものを除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。 

 なお、当第３四半期会計期間末において、工事進行基準を適用している工事契約がないため、これによる損益

に与える影響はありません。 

  

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,114,787 13,440,122

売掛金 2,789 262

販売用不動産 3,181,740 2,602,546

仕掛販売用不動産 5,535,913 5,006,624

未成工事支出金 1,305,132 929,744

貯蔵品 3,054 2,748

その他 313,353 290,645

流動資産合計 26,456,770 22,272,694

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 124,563 124,425

構築物（純額） 3,960 4,230

車両運搬具（純額） 7,460 10,466

工具、器具及び備品（純額） 11,246 11,865

土地 657,040 657,040

建設仮勘定 － 5,088

有形固定資産合計 804,271 813,117

無形固定資産 24,231 30,335

投資その他の資産 76,437 78,648

固定資産合計 904,940 922,101

資産合計 27,361,710 23,194,795

負債の部   

流動負債   

支払手形 429,970 277,210

支払信託 1,592,610 1,155,850

工事未払金 2,538,801 1,816,945

短期借入金 5,292,000 4,186,000

1年内返済予定の長期借入金 100,400 100,400

未払法人税等 890,286 626,794

賞与引当金 70,193 76,150

役員賞与引当金 14,100 7,900

完成工事補償引当金 47,450 44,954

その他 485,386 397,780

流動負債合計 11,461,199 8,689,984

固定負債   

長期借入金 172,000 247,300

退職給付引当金 69,827 54,811

固定負債合計 241,827 302,111

負債合計 11,703,026 8,992,096
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年７月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年10月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,584,000 1,584,000

資本剰余金 1,338,350 1,338,350

利益剰余金 12,728,981 11,281,024

自己株式 △738 △674

株主資本合計 15,650,592 14,202,699

新株予約権 8,091 －

純資産合計 15,658,684 14,202,699

負債純資産合計 27,361,710 23,194,795
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 26,297,672 26,733,174

売上原価 23,985,536 21,983,845

売上総利益 2,312,136 4,749,329

販売費及び一般管理費 1,542,744 1,843,032

営業利益 769,391 2,906,297

営業外収益   

受取利息 2,640 1,365

損害賠償金 8,334 3,950

その他 4,607 5,385

営業外収益合計 15,582 10,701

営業外費用   

支払利息 49,197 72,662

支払手数料 16,485 －

その他 8,290 5,006

営業外費用合計 73,973 77,668

経常利益 711,001 2,839,330

特別利益   

労災保険還付金 61,308 －

役員賞与引当金戻入額 3,600 －

特別利益合計 64,908 －

特別損失   

減損損失 17,185 －

固定資産除却損 6,696 －

特別損失合計 23,882 －

税引前四半期純利益 752,027 2,839,330

法人税等 319,522 1,171,677

四半期純利益 432,504 1,667,652
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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